
�

 　

歳
入
の
決
算
内
容
を
見
て
み
ま
し
ょ
う

（
【
表
３
】
【
グ
ラ
フ
３
】
を
参
照
）
。

　

経
常
的
に
収
入
で
き
、
使
い
み
ち
が
自

由
な
お
金
（
『
経
常
一
般
財
源
』
と
い
い

ま
す
）
の
代
表
的
な
も
の
が
市
税
と
地
方

交
付
税
（
５
ペ
ー
ジ
財
政
用
語
解
説
②
を

参
照
）
で
、
こ
の
合
計
が
収
入
の
約　

％
54

を
占
め
て
い
ま
す
。

　

市
は
、
こ
の
財
源
の
ほ
か
、
補
助
金
や

市
債
な
ど
を
活
用
し
て
事
業
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　

市
税
は
、
税
制
改
正
に
よ
り
個
人
住
民

税
定
率
減
税
の
減
税
率
半
減
な
ど
の
増
加

要
因
が
あ
り
ま
し
た
が
、
景
気
回
復
の
遅

れ
な
ど
の
影
響
に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ

て
ほ
と
ん
ど
伸
び
て
い
ま
せ
ん
。

　

市
税
収
入
は
、
平
成　

年
度
に
約　

億

11

55

２
千　

万
円
あ
り
ま
し
た
が
、
７
年
で
約

500

４
億　

万
円
減
っ
て
お
り
、
財
政
的
に
非

900

千　

万
円
ま
で
減
額
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、

540
実
質
的
な
地
方
交
付
税
は
、
大
き
く
減
少

し
て
い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

【表３】平成１８年度決算（一般会計）の
　　　　歳入内訳　　　　　（前年度比較）

【グラフ３】平成１８年度
　　　　　　一般会計歳入全体に占める割合

※表示単位未満を四捨五入しているため、
　積み上げ額が一致しない個所があります。

増　　減平成１８年度平成１７年度費　　目

０．５億円５１．２億円５０．７億円市 税

△　０．３億円５２．２億円５２．５億円地方交付税

△３１．８億円３４．２億円６６．１億円国・道支出金

△　１．６億円１２．７億円１４．３億円市 債

０．９億円４２．５億円４１．６億円そ の 他

△３２．２億円１９２．９億円２２５．１億円合　　計

【表４】実質的な地方交付税の推移

平成１８年度平成１７年度平成１６年度
平成１５年度

対前年度
増　減　額

対前年度
増　減　額

対前年度
増　減　額

△　　２，８０６万円５２億２，４５７万円７，７４２万円５２億５，２６２万円△　　１，６９８万円５１億７，５２１万円５１億９，２１９万円地 方 交 付 税

１９４万円４７億８，５５４万円１億１，９４４万円４７億８，３６１万円３，５０１万円４６億６，４１７万円４６億２，９１６万円普通交付税

△　　２，９９９万円４億３，９０２万円△　　４，２０２万円４億６，９０２万円△　　５，１９９万円５億１，１０４万円５億６，３０３万円特別交付税

△　　７，４３０万円５億１，５４０万円△ １億８，１００万円５億８，９７０万円△３億５，６８０万円７億７，０７０万円１１億２，７５０万円臨時財政対策費

△１億　２３６万円５７億３，９９７万円△ １億　３５９万円５８億４，２３２万円△３億７，３７８万円５９億４，５９１万円６３億１，９６９万円計

※表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げ額が一致しない個所があります。

常
に
厳
し
い
状
況
に
な
っ
て
い
ま
す
。

※
平
成　

年
度
は
、
『 
三  
位  
一  
体 
の
改
革

さ
ん 
み 
い
っ 
た
い
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（
５
ペ
ー
ジ
財
政
用
語
解
説
②
を
参
照

　

に
よ
る
税
源
移
譲
の
た
め
、
個
人
住
民

　

税
の
税
率
が
引
き
上
げ
ら
れ
市
税
収
入

　

は
増
え
ま
す
が
、
国
庫
支
出
金
が
大
き

　

く
減
る
見
込
み
で
す
。

　

地
方
交
付
税
は
、
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移

し
て
い
ま
す
が
、
国
に
よ
る
地
方
財
政
制

度
の
見
直
し
に
よ
っ
て
、
平
成　

年
度
か

13

ら
地
方
交
付
税
の
一
部
が
減
ら
さ
れ
、
各

自
治
体
で
赤
字
地
方
債
で
あ
る
臨
時
財
政

対
策
債
を
発
行
し
て
対
応
（
そ
の
元
利
償

還
金
は　

％
、
後
年
度
の
地
方
交
付
税
で

100

交
付
さ
れ
ま
す
）
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い

ま
す
の
で
、
地
方
交
付
税
に
こ
の
臨
時
財

政
対
策
債
を
加
え
た
も
の
が
、
実
質
的
な

地
方
交
付
税
と
い
う
こ
と
が
で
き
ま
す

（
【
表
４
】
を
参
照
）
。

　

臨
時
財
政
対
策
債
は
、
平
成　

年
度
に

15

　

億
２
千　

万
円
借
り
入
れ
が
認
め
ら
れ

11

750

て
い
た
も
の
が
、
平
成　

年
度
は
５
億
１
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平成１８年度 平成１７年度 

22.0％ 

17.8％ 

27.1％ 

26.5％ 

6.6％ 

18.5％ 

29.4％ 

23.3％ 

22.5％ 

6.3％ 

22.0％ 

17.8％ 

27.1％ 

26.5％ 

6.6％ 

18.5％ 

29.4％ 

23.3％ 

22.5％ 

6.3％ 

市税 

地方交付税 

国・道支出金 

市債 

その他 

�
�
�
�
�

）

特　集
����
�������	
�

』

　

国
・
道
支
出
金
は
、
国
・
北
海
道
か
ら

市
に
交
付
さ
れ
る
使
い
み
ち
が
特
定
さ
れ

た
負
担
金
や
補
助
金
な
ど
で
す
。

　

平
成　

年
度
は
、
前
年
度
よ
り
約　

億

18

31

８
千
万
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
う
ち
、
国
か
ら
支
出
さ
れ
る
国
庫

支
出
金
は
、
国
が
推
し
進
め
て
き
た
『
三

位
一
体
の
改
革
』
に
よ
っ
て
、
在
宅
福
祉

事
業
補
助
金
や
公
営
住
宅
家
賃
収
入
補
助

金
、
公
営
住
宅
家
賃
対
策
補
助
金
が
廃
止

さ
れ
る
と
と
も
に
、
児
童
扶
養
手
当
や
児

童
手
当
の
国
庫
負
担
率
が
引
き
下
げ
ら
れ

た
こ
と
な
ど
か
ら
、
大
き
く
減
少
し
ま
し

た
。

　

こ
れ
ら
減
額
さ
れ
た
分
は
、
使
い
み
ち

が
特
定
さ
れ
な
い
一
般
財
源
と
し
て
地
方

交
付
税
や
所
得
譲
与
税
で
措
置
さ
れ
ま
し

た
。

　

ま
た
、
北
海
道
か
ら
支
出
さ
れ
る
道
支

出
金
は
、
受
託
し
た
道
路
事
業
の
終
了
に

伴
っ
て
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
、
公
共
施
設
の
建
設
な
ど
、
市

が
一
度
に
多
額
の
出
費
を
必
要
と
す
る
場

合
に
認
め
ら
れ
る
長
期
の
借
入
金
の
こ
と

で
す
。
地
方
公
共
団
体
の
資
金
調
達
手
法

の
１
つ
で
あ
る
と
と
も
に
、
主
に
次
の
よ

う
な
機
能
を
持
っ
て
い
ま
す
。

�
財
政
負
担
の
年
度
間
調
整
を
図
る
機
能

　
　

公
共
施
設
を
建
設
す
る
場
合
な
ど
、

　

一
度
に
多
額
の
出
費
を
す
る
と
ほ
か
の

　

事
業
が
で
き
な
く
な
る
の
で
、
市
債
を

　

借
り
入
れ
、
そ
の
返
済
を
長
期
間
分
割

　

す
る
こ
と
に
よ
り
、
市
の
財
政
負
担
を

　

平
準
化
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。


